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凡例 a日時  b場所  c内容  d対象  e定員  f講師  g料金（記載がない場合は無料）  h持ち物  i申込  j問い合わせ  n田無庁舎敷地内  o保谷庁舎敷地内

【抜き取って保存版としてご活用ください】

　新型コロナウイルス感染症に伴う各種給付金や貸付などがございます。条件など詳細は市kまたは各問い合わせ先にお問い合わせください。

生活にお困りの方への支援（令和３年２月８日現在）
詳細情報

対象 種類 名称 概要 問い合わせ先

税
金
・
固
定
費
等
の
お
支
払
い
で
お
困
り
の
方

水道料金・下水道料金のお支払いにお困りの方
※個人、法人どちらも対象 猶予 下水道料金等のお支払い猶予 申し出のあった日から最長で１年間、お

支払いを猶予

東京都水道局多摩お客様センター
p0570－091－101（ナビダイヤル）
ナビダイヤルをご利用できない場合
p042－548－5110

介護保険料のお支払いにお困りの方
猶予 介護保険料の納付猶予 ３カ月間、介護保険料の納付を猶予 高齢者支援課n

p042－420－2814

減免 介護保険料の減免 介護保険料の減免 高齢者支援課n
p042－420－2814

国民健康保険料のお支払いにお困りの方
猶予 国民健康保険料の納付猶予 ３カ月間、国民健康保険料の納付を猶予 保険年金課n

p042－460－9824

減免 国民健康保険料の減免 国民健康保険料の減免 保険年金課n
p042－460－9822・9824

後期高齢者医療保険料のお支払いにお困りの方 減免 後期高齢者医療保険料の減免 後期高齢者医療保険料の減免 保険年金課n
p042－460－9823

地方税（市民税・都民税　固定資産税・都市計
画税等）のお支払いにお困りの方 猶予 徴収の猶予・換価の猶予 1年間、地方税（市民税・都民税　固定資

産税・都市計画税等）の徴収を猶予
納税課n
p042－460－9832

国民年金保険料のお支払いにお困りの方 免除 国民年金保険料の免除 国民年金保険料の免除 保険年金課n
p042－460－9825

失業や休業などにより収入が減少した方で、賃
貸住宅の家賃のお支払いにお困りの方 給付 住居確保給付金

収入に応じて調整された額を支給
※申請要件・支給上限額あり

過去に受給終了した方も再申請が可能
（申請期限：３月末まで）

生活サポート相談窓口n
p042－420－2809

保育料を一時に納付できない方 猶予 利用者負担額（保育料）の納付
の猶予

1年間、利用者負担額（保育料）の納付を
猶予

保育課n
p042－460－9842

生
活
費
で
お
困
り
の
方

新型コロナウイルス感染症に感染した方、また
は発熱等の症状があり感染が疑われる方で、一
定期間休業した方

支給 国民健康保険の傷病手当金 給与の全部または一部を受けることがで
きなくなった場合、傷病手当金を支給

保険年金課n
p042－460－9821

新型コロナウイルス感染症に感染した方、また
は発熱等の症状があり感染が疑われる方で、一
定期間休業した方

支給 後期高齢者医療の傷病手当金 給与の全部または一部を受けることがで
きなくなった場合、傷病手当金を支給

保険年金課n
p042－460－9823

休業等により収入が減少し、生活資金にお困り
の方 貸付 緊急小口貸付（特例貸付）＊

貸付上限額：20万円
無利子・連帯保証人不要
（申請期限：３月末まで）

（福）社会福祉協議会
p042－497－5071

失業等により収入が減少し、生活資金にお困り
の方 貸付 総合支援資金（特例貸付）＊

【貸付上限額】
２人以上：月20万円／単身：月15万円
無利子・連帯保証人不要
（申請期限：３月末まで）

（福）社会福祉協議会
p042－497－5071

＊【緊急小口資金および総合支援資金の貸付が終了となった方へ】　総合支援資金の再貸付を実施します（申請期限：３月末までの予定）。
　具体的な実施時期および内容については、決定次第、（福）社会福祉協議会kでお知らせします。

ひ
と
り
親
世
帯

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている
ひとり親世帯
※児童の年齢、収入などの条件あり

給付 ひとり親世帯臨時特別給付金

● �基本給付　１世帯10万円（第２子以降
1人につき６万円）

● �追加給付　１世帯５万円
※申請期限：２月26日㈮まで

（郵送：28日㈰ 消印有効）

● �ひとり親世帯臨時特別給付金 
コールセンター （厚生労働省）
p0120－400－903 
● �子育て支援課n
p042－460－9840

事業者の皆さんへの支援 東京都緊急事態措置等・感染拡大防止協力金相談センター
p03－5388－0567　a午前９時～午後７時（㈯・㈰・㈷を含む）

□対象となる貸付や融資等の制度
●中小企業事業資金融資あっせん制度
●�新型コロナウイルス感染症の影響に伴う生活福祉資金貸付制度
※そのほか、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により必要となった公
的または民間融資等の手続
□期間　当面の間
□無料となる証明書等　①住民票の写し　②印鑑登録証明書（個人）
③個人市民税の課税（非課税）証明書等　④納税証明書

□申請方法
①～④のいずれかの証明書の申請書に、新型コロナウイルス感染症に伴う
融資や貸付制度等の申請に使用することを明記し、下記窓口に提出してく
ださい
※②以外の証明書は郵送での手続が可能です。
□注意事項
● �申請時に申し出がない場合、後日の返金はできませんので、ご注意くだ
さい。

●�コンビニ交付サービスを利用しての取得および他市区町村での取得（広
域交付住民票）は対象外となります。

❖詳細は、市kまたは各担当にお問い合わせください。
●  ①・②について········

▲

市民課np042－460－9820
●  ③について················

▲

市民税課np042－460－9827
●  ④について················

▲

納税課np042－460－9831

新型コロナウイルス感染症の影響により、
貸付や融資等を受ける際に必要となる証明書等の発行手数料は無料です

d市民または市内事業者で、新型コロナウイルス感染症の感染拡
大の影響により、貸付や融資等の生活支援・経済対策を利用する方
で当該手続において住民票の写しや印鑑登録証明書等の証明書等
を必要としている方（証明書等の申請時にその旨を申し出た場合）

❖セーフティネット保証制度
　事業活動の制限、災害、取引金融機関の破綻などにより経営の安
定に支障を生じている中小企業者に対し、信用保証協会を通じて保
証限度額の別枠化等を行う国の制度

国（経済産業省）の支援

経済産業省　新型コロナウイルス感染症関連

❖市内事業者緊急支援事業
　国の緊急事態宣言などの影響により、１月の売り上げが減少し、家賃や人件費など
の固定費の支払いが負担となっている市内に店舗または事業所を有する市内中小企
業・個人事業主に対する負担軽減および事業継続の支援を目的に「市内事業者緊急支
援事業」を実施します。

▲

産業振興課np042－420－2819

市の支援

c令和３年１月の売り上げが前年同月比で20％以上減少している
事業者へ固定費の一部として一律10万円支給　
※対象や申請方法などは市kをご覧ください。
□認定書の申請期間　２月22日㈪～５月24日㈪（必着）
□支援金の申請期間　３月15日㈪～５月31日㈪

●制度に関するお問い合わせ…
　中小企業金融相談窓口p0570－783－183
●認定に関するお問い合わせ…
　産業振興課np042－420－2819
※詳細は、kをご覧ください。


